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1. より実戦的で効果的な図上型防災訓練

の普及・促進 

 

消防庁応急対策室では、市町村における

地域防災力の強化を図り、大規模災害発生

時における被害を軽減するため、実戦的な

図上型防災訓練実施の普及・促進に努めて

います。 

その背景として、中央防災会議の「防災に

関する人材の育成・活用に関する報告」(平

成15年 5月)における指摘や平成16年に相

次いだ豪雨災害や新潟県中越地震災害等に

際して浮き彫りになった様々な課題があり

ます。 

災害発生時には、被害状況等に関する情

報の迅速かつ的確な把握と情報共有体制の

確保が不可欠ですが、災害規模が大きけれ

ば大きいほど、交通・通信連絡手段の断絶等

によって情報の不足と混乱が引き起こされ、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民の皆さんや関係機関への適切な情報提

供など災害対応に大きな障害が生じること

が指摘されています。このような事態も踏

まえつつ、大地震や台風など大規模災害発

生時における被害を最小限に食い止めるに

は、まずは市町村長によるリーダーシップ

の発揮、住民の皆さんと市町村等行政との

問における日頃からの情報共有と信頼関係

の確立、関係機関による迅速で効果的な応

援活動などが不可欠です。 

これら市町村の防災体制を包括的に点検

するためのひとつの手段として、「模擬災害

の体験」すなわち図上型防災訓練(意思決定

訓練)の実施が有効と考えられます。 

そのような視点から、地方公共団体にお

いても近年、徐々に図上型防災訓練が取り

入れられていますが、その内容は単なるシ

ナリオ読み上げ型訓練に陥りがちで形式的

なものがまだまだ多く、災害時の危機管理

特集 

□「市町村防災図上訓練推進モデル事業」 

(図上訓練体験出前研修)による実戦的 
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能力向上に効果的な「実戦的」図上型防災訓

練の実施は一部に限られているという指摘

もあります。 

このため、消防庁応急対策室では図上型

訓練に係るノウハウや知見等をとりまとめ、

より効果的で実戦的な訓練の実施を普及・

促進する必要があるとし、図上型防災訓練

の実施方式の種類と特徴、訓練の実施状況

とその課題、効果的な訓練実施のあり方等

にかかる調査・研究を行い、その結果を広く

紹介することとしています。 

また、(財)消防科学総合センターと連携

し、様々な地域特性を持つ市町村で訓練の

モデル的実施を実地にサポートすることを

通じて、多様なノウハウを蓄積、専門家を育

成することによって、市町村における実戦

的な図上型防災訓練等の実施促進を図るこ

ととしています。 

 

(1)「図上型防災訓練マニュアル作成研究会」

における調査研究 

―かっこいい訓練よりも「失敗する訓練」

を!ケーススタデイによる検証― 

大規模災害時の被害を最小に食い止める

ためには、被害状況等の的確な把握と情報

共有体制の確保が大きな要素となるため、

より具体的な模擬災害への対応を経験し

「失敗を見いだす」ことによって行政の応

急体制と地域の防災力を点検し、 

①市町村長の意思決定能力の一層の向上

によるリーダーシップの強化 

②住民と行政の連携体制の強化 

を図ることが効果的です。消防庁では、「図

上型防災訓練マニュアル研究会(座長;吉井

博明東京経済大学教授)」を設置し、ケース

スタデイとして地震による土砂災害・津波

災害・火山爆発災害等を想定した図上型防

災訓練の企画・準備・実施支援を実際に行い、

これらを検証することを通じて、市町村長

及び職員による「図上シミュレーション訓

練」と住民参加による DIG 訓練を活用した

「防災ワークショップ」の実施に係る具体

的な標準モデル(解説書)をとりまとめ、研

究会報告書として全国の地方公共団体に示

しています。 

 

(2)「市町村防災図上訓練推進モデル事業」

による取り組み 

～住民と市町村長はじめ行政が一体とな

り、地域事情を踏まえた実戦的訓練を～ 

上述の研究成果をもとに(財)消防科学総

合センターでは、18 年度から新たに創設し

た「研修事業」の一環として「市町村防災図

上訓練推進モデル事業」を実施しています。 

災害発生の態様は、都市部、山間部、沿岸

部その他様々な地域における地勢、気候、社 
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会基盤の状況等によって大きく異なります。

したがって、それぞれの地域事情に応じた

具体的被害想定と応急対応を前提にできる

だけ多くのパターンで訓練実施モデルを作

成しておくことが、より多くの市町村にお

ける図上型防災訓練の実施を普及・促進に

資するものと考えられます。このような観

点に立って、この事業では、モデル市町村は

訓練会場設置経費等を負担するのみ、訓練

支援にかかる人件費等は(財)消防科学総合

センターの事業費によって賄われます。 

地域の防災力の強化に向けて、「模擬災害」

を「経験」(単なる「体験」ではない)し、地

域防災計画や市町村の応急要領等の点検す

るための実戦的な図上型防止訓練の実施モ

デルとして市町村が行う「図上型防災訓練」

の企画・準備、実施及び検証の各課程につい

て、センターの研究員と登録指導員及び消

防庁応急対策室職員などが「訓練支援チー

ム」となって市町村担当者を技術的にサポ

ートするものです。 

 

①市町村長を中心とした行政におけるシミ

ュレーション訓練 

その準備過程では、モデル市町村固有の

地域事情等を前提に、起こりうる大規模災

害による具体的な被害想定と、被害を最小

限に食い止めるための応急対策等について、

当該市町村の防災担当者と支援チームとし

て派遣される者が「一緒に汗をかく」ことに

よって検討を重ね、訓練実施の前提となる

付与条件等を策定します。 

訓練実施段階では、訓練を企画・準備した

市町村担当者と支援チーム及び警察・消防・

県庁等の職員を中心に「コントローラー」を 

 

組織し、モデル市町村の災害対策要員で構

成する訓練災害対策本部要員すなわち「プ

レイヤー」の災害対応に対して、あらかじめ

準備した条件付与を中心に実戦的なやりと

りを行いつつ、市町村長の意思決定力と訓

練災害対策本部による応急体制を点検しま

す。この際のやりとりは、出来るだけ実際に

近い状況を設定するために、一般電話・防災

無線・消防救急無線・疑似 FAX さらには直

接の口頭問答等を活用することになります。 

この場合、一方的な条件付与のみに終わ

らないよう、コント m ラーには災害の進行

と、想定される応急活動による状況変化に

応じ、あらかじめ準備した付与条件及び基

礎データを活用、訓練の進行によっては、プ

レーヤーとのやりとりにアドリブ的要素も

挿入する等機動的で具体的な訓練進行を行

うことになります。 

市役所、町村役場等行政で実施するこの

シミュレーション訓練では、市町村長の参

加を中心に行うことが必須となります。こ

の訓練が第 1 に「市町村長の意思決定能力

の向上とり一ダーシップの強化」を目的と

していること、第 2 に災害対策本部要員で

ある職員がいかに市町村長に的確な情報を 
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上げて判断を求めることが出来るか「災害

対策本部機能等の点検」するための訓練で

あるからです。 

同様の意味で 2 回以上の模擬記者会見の

開催も必須です。 

この模擬会見の実施目的は単にマスコミ

対応のテクニックを会得する事ではなく、

TV 等のメディアを通じて住民や関係者にい

かに適切な情報を発信するか、そのために

必要な情報を災害対策本部が限られた時間

でいかに集約して市町村長に提供できるか

を模擬記者会見の場における市町村長と記

者役コントローラーとの厳しい質疑応答を

通じて点検することが出来るからです。 

18 年度事業におけるモデル市町村のいく

つかでは、訓練取材の地元 TV や新聞の実物

の記者が、この模擬会見に「記者役」として

急遽飛び入り参加、まるで本番さながらの

やりとりに、町長さんと記者の皆さんが激

高してしまうなど熱気に満ちた訓練になり

ました。報道機関も災害時には防災機関の

ひとつであることがまさに実感させられ、

結果的に両者の信頼関係の確保にも繋がる

など大きな効果を上げることが出来ました。 

訓練検証段階においては、訓練実施直後

に参加者全員で実施する意見交換等によっ 

 

て、浮かび上がった応急体制上の課題を点

検、それらへの対応策などの防災体制の改

善にかかる検討を行います。もちろん、この

際にも(財)消防科学総合センターから派遣

された訓練支援チームは助言等の支援を行

うこととなります。 

それらの課程において、モデル事業実施

市町村の市町村長さんはじめ災害対策要員

による災害対応能力が強化されるとともに、

訓練企画担当者の方々は訓練実施の専門家

としてのノウハウを会得、(財)消防科学総

合センターにも様々な地域事情を踏まえた

多様な図上型防災訓練の実施ノウハウが蓄

積され、訓練支援体制がいっそう充実され

ることになります。このことが、他の市町村

におけるより実戦的な図上型防災訓練実施
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のさらなる普及・促進に資するというわけ

です。 

 

②「住民参加型防災ワークショップ」の実施 

前述の市町村長をはじめとする行政にお

けるシミュレーション訓練と併せて「住民

参加型防災ワークショップ」の実施も必須

です。単に行政の対応力強化のみで満足す

ることなく、真に地域住民の皆さんの視点

に立って、住民と行政の信頼関係に基づく

連携体制を確保し「地域防災力の強化」を推

進していくために非常に効果的であるから

です。すなわち、DIG 訓練等を活用したこの

訓練(ワークショップ)では、住民の皆さん

と行政担当者が、一緒に地図を囲みながら

地域における被害想定と避難対策等防災上

の課題について検討し、相互の考え方と行

動を理解、過去に災害を実際に経験したこ

とがある高齢者の話を直接聴くなど地域の

知恵の共有化も可能となるほか、ワークシ

ョップを通じて住民の皆さんと行政が「顔

の見える関係」を持つことで、市町村の防災

対策の見直し・強化にもつながります。また、

我々消防庁や(財)消防科学総合センターに

とっても、過去の災害などで貴重な経験を

有する住民の方々の知恵に直接触れる機会

を得ることが出来ます。 

防災対策の主人公は紛れもなく地域住民

であることを忘れてはいけません。 

したがって、この訓練に際しては、「住民

に教えてあげる」といった姿勢ではなく、

「住民の方々と一緒に考える」ことが重要

となります。設定した住民グループのテー

ブルごとに、当該市町村の職員や消防庁と

センターの研究員等を複数配置することが、 

 

住民の皆さんとの積極的な意見交換に効果

的です。(白地図を用いた単なる「お絵かき

実習」とならないよう留意が必要であるこ

とは言うまでもありません。) 

【DIG 訓練】 

災 害 (Disaster) の D 、 想 像 力

(Imagination)の I、ゲーム(Game)の G の頭

文字を取って名付けられた比較的簡易に実

施可能な図上型防災訓練で、富士常葉大学

の小村助教授(マニュアル研究会委員の一

人)が開発したものです。英語の DIG[動詞]

は、「掘り起こす、探求する、理解する」と

言った意味があり、この訓練のネーミング

には「防災意識を掘り起こす」「地域を探求

する」「災害を理解する」乏いう意味も込め

られています。 

大きな地図を参加者全員で囲み、地域の

災害危険度などを再確認しつつ災害対応の

イメージトレーニングを行い、参加者皆が

一緒になって、起こりうる災害と避難等の

対応策を考えるというもので真剣な中にも、

ゲーム感覚で気軽に行うことのできるワー

クショップです。これは、単なる防災上の効

果にとどまらず、地域と人々を知ることを 
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通じて、地域を愛することにも繋がります。

さらに、地域を愛する気持ちが地域の防災

力をいっそう強化することに繋がることに

なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③モデル事業実施市町村における効果 

訓練の実施を通じて、市町村長と職員の

連帯意識がいっそう鮮明になるほか、前述

の報道機関だけでなく、訓練参加の警察・県

庁出先機関・民間事業所等の担当者はじめ

地域の防災関係者と顔の見える関係を確立

し、それぞれの関係機関の災害時における

対応の有り様について、相互に理解が深ま

るという大きな効果があります。もちろん、

行政が住民の知恵を活かし、住民の視点に

立った防災対策を推進するきっかけにもな

ります。 

さらに、このような実戦的な図上防災訓

練の実施実績は、モデル市町村が防災先進

団体として他の市町村にとってのリーダー

としての役割を果たすことにつながり、住

民の皆さんに「自信」と「誇り」と「責任感」

をもたらすほか、いっそう地域を愛する心

を育む効果があることは前述のとおりです。 
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④消防庁と消防科学総合センターにおける

効果 

―住民の直接参加がもたらす防災力の強

化― 

これらモデル市町村で実施される 2 つの

型の図上型防災訓練を支援することで得ら

れる副次効果として、(財)消防科学総合セ

ンターには、あらゆるタイプの市町村の図

上訓練マニュアルと住民の知恵がデータと

して蓄積されるほか、登録指導員は図上訓

練のより高度なノウハウを身につけ、まさ

に「専門家」として育成されます。これらに

よって、「研究」「研修」、「情報発信」の各機

能を持つ(財)消防科学総合センターのシン

クタンク機能が実戦的な防災訓練に関して

は我が国随一、場合によっては世界随一の

ものとして充実・強化されることも期待さ

れます。 

そして何よりも、住民の皆さんのこの事

業への直接参加によって「自助」としての災

害対応力の向上効果がもたらされるほか、

若い研究者や防災関係 NPO 法人等に所属す

る人々や消防 OB も含めて幅広く「図上防災

訓練登録指導員」として養成することで、 

 

(財)消防科学総合センターが、公益法人と

しての社会的役割を果たすことにつながり

ます。 

また、消防庁は、この事業に直接関与する

ことで単に助言者としてだけではなく、市

町村の模擬災害への対応に現場で直接触れ

ることや地域住民の皆さんと意見交換を行

うことによって、万一の実災害時における

被災地の市町村及び住民の皆さんの行動と

考え方等をより具体的にイメージし、さら

に的確で現実的な災害応急対策の展開が可

能となります。 

 

 

2 モデル事業実施にかかる今後の課題につ

いて 

 

(1)モデル事業実施団体数の拡大に向けて 

我々消防庁や(財)消防科学センターの職

員もモデル市町村の皆さんとともに、過去

の災害に遭った方々の体験談を伺ったり、

現地調査を行いつつ、個々の地域事情や考

えられる被害の想定と対応策等について意

見を交換し、訓練の企画・準備、実施、検証

等を行ってきました。また、「防災ワークシ

ョップ」では、参加住民の皆さんとの議論の

中で、より具体的かつ現実的な多くのこと

を学ばせていただきました。 

このように、「市町村防災図上訓練推進モ

デル事業」はモデル市町村と(財)消防科学

総合センター及び消防庁が「一緒に汗をか

くこと」で大きな効果が上がる反面、それら

の準備作業に要する日数と事務量を考慮す

ると、モデル事業実施可能団体数には自ず

と限界があり、消防庁とセンターの担当研
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究員等による現在の体制を前提にすると年

間10市町村団体前後が限度と考えられます。

したがって、19 年度以降のモデル事業の円

滑な推進等による蓄積データのさらなる充

実と、今後の支援チームの中核となる「登録

指導員」のいっそうの能力向上、適切な増員

等が望まれます。 

 

(2)新たな要素の追加等訓練内容の充実 

―外国人にも対応した幅広い防災対策を

― 

消防庁の平成17年度図上型防災訓練マニ

ュアル研究会の調査研究事業における長野

県箕輪町での最初のケーススタデイで、伊

那市など近隣市町村内の町並みを見て気づ

かされたことは、地域に所在する工場・事業

所等で働くブラジル人等外国人の数が意外

に多いことです。その後、モデル事業実施に

伴い訪れたいくつかの地域でも同様の状況

が見られ、大規模な工場があれば、多数の外

国人がそこで働き、家族も含めるとその数

は居住人口の1～2割に達する町村もあるな

ど、かなりの割合を占めているのが実情で

す。そして、地震の経験がほとんど無いブラ

ジルの人々などが、震度 4、震度 5弱の地震

に我が国で初めて遭遇し、半ばパニック状

態に陥って、夜間にもかかわらず市役所に

集団で押しかけてしまったなどの例も報告

されています。 

18 年度モデル事業の対象市町村、神奈川

県愛川町では、町内の県工業団地で働くブ

ラジル人、ペルー人とその家族が多数居住

していることから、在住外国人のリーダー

と事業所の担当者、通訳、ボランティアの

方々などの参加も得て、スペイン語やポル 

 

トガル語が飛び交う図上型防災訓練を実施、

その成果に基づき、町内の標識・広報媒体な

どの外国語対応等にも積極的な取り組みに

着手しています。 

このようにベルー人・ブラジル人・フィリ

ピン人等外国人(スペイン語・ポルトガル語

等)への対応を取り入れた訓練やこれまで

要素として十分に取り入れることができな

かった自衛隊・海保・JR・電力会社・気象台・

国交省河川事務所等の参加による連携も組

み込むなどさらに実戦的な訓練を推進して

いくことが必要です。 

 

 

3 終わりに 

 

18 年度のモデル事業の実施に際し、岩手

県洋野町の水上町長さん、担当の田毛さん

はじめとする皆さん、富山県入善町の米澤

町長さん、担当の神子沢さんをはじめとす

る皆さん、鳥取県境港市の中村市長さん、担

当の里さんをはじめとする皆さん、神奈川

県愛川町の山田町長さん、担当の石川さん

をはじめとする皆さん、長野県飯山市の石

田市長さん、担当の岡本さんをはじめとす
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る皆さん、愛媛県愛南町の谷口町長さん、担

当の吉村さんをはじめとする皆さん、和歌

山県串本町の松原町長さん、担当の玉川さ

んをはじめとする皆さん、三重県紀北町の

奥山町長さん、担当の直江さんをはじめと

する皆さん、そのほか各県、各機関の多くの

関係者の皆様、それに(財)消防科学総合セ

ンターの皆様の献身的な取り組みをいただ

き、ご協力・ご支援を賜りました。皆様とそ

れぞれの住民の方々に、心からの敬意とと

もに、紙面をお借りして感謝申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域防災力の強化については、「地震等災

害は必ずいつか起こる」という事実を直視

し、住民の皆さん、民間事業所及び市町村・

都道府県・消防庁等の行政が一体となって、

住民の皆さんの視点に立った防災対策に取

り組むことが必要です。 

今後とも、安心して暮らせる安全な地域

社会づくりに向けて、この推進モデル事業

の成果が活かされ、より実戦的な図上型防

災訓練のさらなる拡がりを期待し、少しで

も被害の軽減に資することをお祈り申し上

げます。 

(注:この原稿は平成 19 年 3 月 31 日現在の

時点に基づくもので、意見にわたる部分

は筆者の私見です。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


